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旭市契約事務取扱規程  

平成１７年７月１日訓令第４０号  

改正  平成３０年１２月２６日訓令第１０号  

改正  平成３１年４月２日訓令第２号  

改正  令和３年３月１７日訓令第３号  

改正  令和３年６月１日訓令第７号  

改正  令和４年３月３０日訓令第７号  

（趣旨）  

第１条  この訓令は、市が発注する工事、製造の請負、物品の購入、物

品の借入れ及び業務委託（以下「工事等」という。）に係る契約事務

の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。  

（執行伺）  

第２条  工事等の執行に関する事務を分掌する課等（以下「主管課」と

いう。）の長（以下「主管課長」という。）は、工事等を執行しよう

とするときは、あらかじめ執行伺の決裁を受けなければならない。  

２  主管課で随意契約により執行するものについては、前項の執行伺に

おいて見積り業者又は契約の相手方についての決裁を受けなければな

らない。  

（契約事務依頼）  

第３条  主管課長は、前条の決裁の後、別表第１に定める契約（契約の

性質が競争に適さないものを除く。）については、財政課長に契約事

務を依頼しなければならない。  

（入札等執行伺）  

第４条  財政課長は、前条の依頼を受けたときは、指名業者を選定又は

入札参加資格要件を設定し、入札等の執行伺の決裁を受けなければな

らない。  

（建設工事等指名業者選定審査会への諮問）  

第５条  財政課長は、建設工事及び建設工事に係る製造の請負、工事用

材料の購入並びに調査、測量、設計等の委託について指名競争入札を

行う場合は、前条の決裁に先立ち、指名業者の選定について旭市建設

工事等指名業者選定審査会の意見を聴かなければならない。  

（設計、現場説明）  
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第６条  設計、現場その他工事の施工に当たり留意すべき事項の説明は、

主管課が行うものとする。  

（最低制限価格）  

第７条  工事又は製造の請負に係る入札において、特に最低制限価格を

設ける必要がある場合は、予定価格算出の基礎となった別表第２の左

欄に掲げる費目ごとにそれぞれ当該右欄に掲げる率を乗じて得た額

（その額に 1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とす

る。）の合計額（その額が、入札書比較価格（予定価格から消費税法

（昭和 63年法律第 108号）に基づく消費税及び地方税法（昭和 25年法律

第 226号）に基づく地方消費税に相当する額（以下「消費税等相当額」

という。）を減じた額をいう。以下同じ。）に 100分の 92を乗じて得た

額を超える場合にあっては 100分の 92を乗じて得た額とし、入札書比較

価格に 100分の 75を乗じて得た額に満たない場合にあっては 100分の 75

を乗じて得た額とする。）から 1万円未満の端数を切り捨てた額と当該

額に消費税等相当額を加えた額を基準として設けるものとする。  

２  工事又は製造の請負の性質上前項の規定により難いものについては、

前項に規定する算出方法にかかわらず、入札書比較価格に 100分の 92

を乗じて得た額から入札書比較価格に 100分の 75を乗じて得た額の範

囲内で適宜の額から 1万円未満の端数を切り捨てた額と当該額に消費

税等相当額を加えた額とする。  

（入札）  

第８条  入札事務は、財政課長が執行する。  

２  入札には、主管課長又は主管課長の指名する職員（以下「立会人」

という。）が立ち会わなければならない。ただし、電子入札システム

（以下「システム」という。）を利用して入札を執行する場合は、こ

の限りでない。  

（開札）  

第９条  開札に当たっては、落札者及びその金額を読みあげなければな

らない。ただし、システムを利用して入札を執行する場合は、システ

ムからの通知に代える。  

（再度入札）  

第１０条  開札しても落札者がないときは、入札の条件を変更しないで、
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直ちに再度入札を行う。ただし、再度入札の回数は、原則として１回

までとする。  

２  再度入札を行う場合においては、前入札における最低入札金額を読

みあげなければならない。ただし、システムを利用して入札を執行す

る場合は、システムからの通知に代える。  

（入札不調に伴う措置）  

第１１条  再度入札の結果においても落札者がないときは、財政課長は、

立会人の意見を聴き最低入札者（最低入札者から見積りを徴すること

ができないときは、最低入札者を除く他の入札者のうちの最低入札者）

から見積りを徴することができるものとする。ただし、最低入札金額

と予定価格の差が大きい等のため、財政課長が見積りを徴することが

適当でないと認めたときは、この限りでない。  

（入札経過書等）  

第１２条  入札又は見積りにより契約の相手方が決定したときは、財政

課長は、入札又は見積りの経過及び結果を記載した文書並びに契約書

案を作成し、主管課長に送付するものとする。  

（支出負担行為票）  

第１３条  主管課長は、前条の文書等の送付を受けたときは、速やかに

支出負担行為票を起票し、決裁を受け、これを財政課に送付しなけれ

ばならない。  

（見積り合わせの執行方法）  

第１４条  随意契約で見積り合わせを行う場合は、なるべく指名競争入

札に準じた方法によって行うものとする。  

（契約書の作成）  

第１５条  契約書を作成する必要がある場合は、支出負担行為票の決裁

の後、直ちに契約を締結する。この場合、支出負担行為票により公印

使用の確認を受けるものとする。  

（検査調書写しの送付）  

第１６条  主管課長は、財政課長に契約事務を依頼した工事請負契約の

うち主管課で検査を行ったものについては、検査調書の写しを財政課

長に送付しなければならない。  

附  則  
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（施行期日）  

１  この訓令は、平成１７年７月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この訓令の施行の日の前日までに、合併前の旭市契約事務取扱規程

（昭和５８年旭市訓令第１号）の規定によりなされた処分、手続その

他の行為は、この訓令の相当規定によりなされたものとみなす。  

附  則（平成３０年１２月２６日訓令第１０号）  

 この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。  

附  則（平成３１年４月２日訓令第２号）  

 この訓令は、公示の日から施行する。  

附  則（令和３年３月１７日訓令第３号）  

 この訓令は、公示の日から施行する。  

附  則（令和３年６月１日訓令第７号）  

 この訓令は、令和３年６月１５日から施行する。  

附  則（令和４年３月３０日訓令第７号）  

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。  

別表第１（第３条関係）  

契約の種類  範囲  

工事・製造の請負  １，３００，０００円を超える金額の契約  

物品の購入  ８００，０００円を超える金額の契約  

物件の借入れ  ４００，０００円を超える金額の契約  

設計等の委託  ５００，０００円を超える金額の契約  

別表第２（第７条関係）  

費目  左に含む費用  乗ずる率  

直接工事費  直接工事費、直接制作費、機器単体費、

処分費等  

100分の 97 

共通仮設費  共通仮設費、間接労務費等  100分の 90 

現場管理費  現場管理費、工場管理費、据付間接費、

設計技術費、機器間接費等  

100分の 90 
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一般管理費  

 

一般管理費等  100分の 68 

 

備考  

１  各費目の額は、消費税等相当額を含まない。  

２  左欄に掲げる費目ごとにそれぞれ右欄に掲げる率を乗じて得た額に

1円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。  


